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研究成果の概要（和文）：現代の家族は多様化し、家族構成員間の経済的な結びつきや精神的なつながりの程度
も、個々の家族で大きく異なっているため、相続法制度も、多様化する家族に対応させることが求められてい
る。このような問題意識をもとに、本研究では、相続法が家族の多様化にどの程度対応しているか、また今後ど
のように対応していくべきかを検討した。主な研究成果は、2018年相続法改正前後の相続法制度の変化を遺留分
制度に焦点を当てて検討した著書
(単著）を公表したこと、および、ドイツの研究機関で開催されたシンポジウムにおいて、日本の相続法改正の
概要を紹介し、その成果をドイツ国内の雑誌に公表したことである。

研究成果の概要（英文）：Modern families have diversified, and the degree of economic and spiritual 
ties between family members differs in individual families. Succession law systems are also expected
 to respond to the diversity of families. This study examines how  Succession law has responded to 
the diversification of families and how it should respond in the future. The main results of the 
research were the publication of a work examining changes in the  Succession Law system before and 
after the 2018 reform of Succession Law, with a focus on the system of provision for family, and the
 presentation of an overview of the reform of the Japanese  Succession Law in a symposium at a 
German research institution, the results of which were published in Germany.

研究分野：相続法

キーワード： 相続法　遺留分制度　ドイツ相続法　家族の多様化への対応
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研究成果の学術的意義や社会的意義
家族に関する法律は、歴史的に大きな変化を求められ、現在も変化し続けている。価値化の多様化が進み、社会
情勢も大きく変化する現代では特に、多様化する家族への法学の対応が求められている。このような状況で、本
研究では、相続法が家族の多様化にどのように対応しているか、また今後どのように対応していくべきかを検討
しており、民法の相続法の解釈や立法を考察するための理論的基盤を形成する上で有意義である。また、本研究
は主にドイツ相続法を比較素材としヨーロッパ法と日本法との文化的背景の違いをもとにした比較法研究を行
い、国際的な視点から相続法制度の向かうべき進路を明らかにすることができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
１．研究開始当初の背景 
本研究を開始した当初は、日本において民法・相続法の改正が検討され、法制審議会民法（相
続関係） 部会での審議が始まっていた。そこでは、少子高齢化とならんで、あるいはそれに伴
って顕在化している家族の多様化、とりわけ夫婦関係の多様化に相続法制度をどのように対応
させるかが、1つの重要なテーマとされていた。これまでは、相続法の前提とされている夫婦の
財産関係として、専ら家庭外での働きにより収入を得る夫と、家庭内で家事と育児を専ら（主に）
担当する無収入（または夫より低い収入）の妻という家族のモデルが一般化していた。したがっ
て、ここでは、この一般化したモデルをもとに配偶者の相続権についての解釈や立法を行うこと
で大きな問題はなかったといえる。しかし、近年は共稼ぎの夫婦も多くなり、家事・育児を夫婦
で分担することが当たり前となってきている反面、従来の伝統的な役割分業のスタイルをとる
夫婦も存在する。共稼ぎをする夫婦についても、家庭外での働きと家庭内での働きを夫婦でどの
ように分業するかについて、どのスタイルが典型的ともいえなくなりつつある。このように夫婦
のスタイルが多様化すると、相続法における配偶者の相続分の画一的な規律が、個々の夫婦の 
スタイルに合わないだけではなく、不公平な結論を導くといった状況が、以前よりも顕著になっ
てきていることが認識されるようになってきた。これまでの相続法制度においても、寄与分の規
定により法定相続分を具体的な夫婦関係により修正する道が残されていた。しかし、寄与分の規
定等の現存の規定の解釈により解決できる範囲は限られていることが認識されるようになって
いた。 
 さらに、多様な家族に対応した相続の実現を妨害する制度として捉えられるのが遺留分制度
であるとの見方が実務及び学説において広がっていた。たとえば、被相続人が、自身の財産の維
持および形成に大きな寄与をした者として配偶者に全財産を与える遺贈をしたところ、長く別
居して関係の希薄となった被相続人の子が遺留分を請求する事例が想定される。ここでは、被相
続人が実際の家族関係を考慮して配偶者に遺贈をしているが、このような意思は、遺留分により
一定程度妨げられるのではないか、ということが問題視されるようになっていた。 
 
２．研究の目的 
本研究は、家族が多様化する現代の日本において、相続法制度が多様化する家族にどの程
度対応しているか、今後どのように対応すべきであるかを、解釈論および立法論の観点から
検討することによって、相続法制度の発展に寄与することを目的としている。具体的には、
本研究では、配偶者相続権と夫婦財産制の関係を解明することにより、配偶者が死亡した際
に、生存配偶者が画一的な法定相続分を得るだけではなく、夫婦が離婚した際に適用される
財産分与規定で目的とされているような夫婦間の財産の清算や生活保障などを具体的な夫
婦の財産関係に対応させて実現することの解釈論上および立法論上の可能性を検討するこ
とを目的とする。第２に、本研究は、遺留分制度に着目し、その改正の議論にも配慮しなが
ら、多様化する家族に対応した遺留分制度という観点から、ふさわしい遺留分制度を追求す
ることを目的としている。 
 
３．研究の方法 
本研究は、第１に、多様化する現代の日本の家族の現状を、国民生活基礎調査や白書などの資
料をもとにデータを用いて明らかにし、社会学的な分析をも参考にしながら現代の家族に対応
した相続法制度の在り方を、客観的観点から検討した。第２に、近年相続法の改正が行われてい
るヨーロッパとりわけ近年議論が展開されているドイツの相続法における解釈論および立法論
を参考にした比較法的観点から望ましい相続法制度の検討を行った。 
 
 
４．研究成果 
 
（１）ドイツ相続法と日本相続法の比較研究を行い、ドイツの法学雑誌“Zeitschrift fuer 
Japanisches Recht”にて、日本の相続法改正の中間試案を紹介し、上述の点について分析を
加える共著論文、および、相続法改正の法案の概要を示す単著論文を発表した。また、日本
家族（社会と法）学会シンポジウム「家族・社会の変容と相続制度」（2017 年 11 月 4 日、
神戸大学）において、比較法・ドイツを担当し、「ドイツ 相続法における夫婦の財産関係の
清算について」のテーマのもとで研究報告をした。同報告では、ドイツの配偶者相続権に関
する議論を紹介し、日本の相続法制度における配偶者相続権の問題を分析した。 
（２）夫婦の財産関係が多様化する中で、これまでの専業主婦モデルが相続法の前提としてふさ
わしくなくなりつつある中で、共稼ぎ夫婦の増加と夫婦間の収入格差や家事育児労働時間の格
差の残存が混在する状況から、相続時に、実際の夫婦の財産関係に対応した清算を行うことの必
要性と正当性を、ドイツの夫婦財産法、相続法との比較検討に基づいて導き出した（青竹美佳「ド
イツ相続法における夫婦の財産関係の清算について」家族（社会と法）34 号（2018 年）40 頁）。 
（３） 2018 年の相続法改正において、多様な家族に対応する相続法制度がどのように目指さ
れ、どの程度実現されたかという点を明らかにした。とりわけ、同法改正によって内容が大きく



変化した遺留分制度に着目し、主にドイツ遺留分制度と比較検討しながら、改正相続法における
遺留分制度のあり方についての一定の研究成果をまとめ、その成果を単著『遺留分制度の機能と
基礎原理』（法律文化社、2021 年 2 月）において公表した。そこでは、遺留分制度は、法律上の
遺留分権利者に対して遺産に対する一定の持分として画一的に確保されるものではなく、遺留
分によって制限される被相続人の処分の自由やそれによって図られる事業承継や信託などの利
益の保護を考慮しつつ、遺留分権利者にとっての遺留分による生活保障や潜在的持分の取戻し
などの遺留分の機能に応じて、相対的に内容が定められるべき制度へと変化していくものであ
るとの立場を提示している。   
（４）2018 年相続法改正後の新しい遺留分制度が、多様な家族への対応に開かれた制度になっ
ているという点を日本の学説の分析をもとに検討し報告した。この点について韓国・ソウルの淑
明女子大学校法科大学院で開催された韓日家族法学会の秋季大会（テーマ「高齢社会における家
族法の対応」）において、研究報告を行い（テーマ「遺留分制度について」）、成果を韓国で出版
される家族法研究第 37 巻 3 号 179 頁（2023 年 11 月）に公表した。 
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